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の会社は1861年に，連合王国電信会社（the United Kingdom Telegraph Company：UKTC）として発足
した。これに先立つ1856年には，或る郵政省幹部が，国有化された電信制度に向けた詳細な計画を大
蔵省に提出していた。1861年にはまた，ストーク選出の国会議員でノース・スタッフォードシャー鉄
道の代表取締役，かつE. I. の創始者兼代表取締役でもあったJ. L. リカード（J. L. Ricardo）その人が，
上院に同趣旨の請願を行った。
　リカードは競争によるトラブルを心配していたようだ。彼の会社はアランの会社設立計画に反対し
て破れていたし，1859年設立のロンドン・ディストリクト社（the London District Company）とも争わ
ねばならなかった。UKTCはアランの原則に従って料金一律方式で世論にアピールしていた。郵政大


































































































































































































































































































































































































































































































































































また，T. H. ファラ （ーT. H. Farrer）は「関税は全体としては1860年以前よりも低い」と述べている（Free 
Trade versus Fair Trade, 1886）。
　合衆国には南北戦争後，戦時の高率で整序されていない関税が残されていた。自由貿易期にも，合
衆国の指導者達は高関税政策を維持し，1880年代までには欧州がかつて知らなかったほどの関税障壁
を築きあげていた。ヨーロッパ人にとっては，綿糸に価額ベースで20％，瀝青炭に１トン当たり３s.1d.
強というような関税率は想定したこともないものだった。手の込んだ製品の場合，関税は驚くほど高
く，概して35％から100％にも達した。にもかかわらず，粗野なものであれ手の込んだものであれ，
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多くの製品が障壁を乗り越えて流入していた。
　アメリカおよびその他諸大陸，英国自治領などでは，若く勃興しつつある国々がミルの勇気づけ（と
言っても過言ではない）に従って，幼稚産業を育成していた。カナダは合衆国に倣っており，1879年
のその関税は，概して欧州諸国の関税よりもかなり高かった。典型的なブリテンの産物である鋼レー
ルや綿，羊毛製品には，カナダは15⊖30％の関税を課した。オーストラリアも全体としては1870年代
と1880年代の初期，関税率引き上げの方向で動いていた。
　この間，全文明世界の産業振興とブリテンの貿易自由化によって，当然的な結果が生じていた。ブ
リテンの輸入に占める製造品もしくは部分的製造品の比率が，増加したのである。もっとも，その比
率の増加度は，下表に示すように，ごく緩やかであった。
２−６−５表　ブリテン輸入額に占める製品・部分製品の比率
期間
完全製造品比率
（％）
金額
（100万ポンド）
完全製造品・
部分製造品の比率（％）
金額
（100万ポンド）
1855－59年
1865－69年
1875－79年
1880－84 年
　6
　₉
1₃
1₃
10
27
48
55
14
17
20
20
24
48
75
83
　1860年代に大増加があった（金額を示す両欄で対前期２倍以上の増加があることを指すのだろう）。同時に完
成品が全体の過半を占めるようになった。旧来の外国産贅沢品への関税はなくなっていたし，少し後
になると，国内市場で近代冶金学の直接生産物に対する競争も感じられるようになっていた。1867年
頃には，或る製鉄業者が「至る所でベルギー人が我々を凌駕している」と嘆いている。翌年には輸入
統計が初めて「錬鉄鋼もしくは製品としての鉄鋼」という独立の項目を設けている。1868⊖69年には，
その年平均額は40万ポンドにすぎなかったが，1880⊖84年には260万ポンドに上昇していた。全期間を
通じて，主としてフランスからの絹および手の込んだ羊毛繊維が，全輸入金額の３分の１から５分の
２程度を占めていた。フランスはその他にも種々の贅沢品や金額で100ないし200万ポンドの手袋を送
り込んでいた。この時期の末頃には，ドイツからも実に様々な商品が，ますます多く流入してきた。絹，
大量の鋼，大量の玩具，優れた化学製品や実験器具などである。
　1870年代初期の商業崩壊とそれに続く商業・工業上の諸困難は自由貿易への疑念と，いわゆる「公
正取引」運動を生み出した。彼らの基本的主張は，保護貿易政策を採っている諸国の中で英国のみが
自由貿易を行うのは公正ではない，というものである。この運動やその基礎にある憂慮は，貿易収支
の弱体化問題と結びついていた。1881年には公正貿易連盟（Fair Trade League）の結成を生み出した。
しかし以下に見るように，この時期，公正貿易運動は実を結ばなかった。連盟の主張は，外国製造品
に軽度の課税を行うが，或る国がブリテン製造品への課税を止めればそれを撤廃する，英帝国領域か
らの茶，コーヒー，果物，タバコ，ワインへの税は引き下げもしくは廃止する，外国からの食料には
軽度の一般的課税を行う，などであった。数年間，わが国は公正貿易論者やそれを良しとする政治家
達（例えばR. チャーチル［Randolph Chichill］：保守党蔵相，1886年８月－12月：ウィンストン・チャーチルの父）が優
勢だった。チャーチルの圧力によって問題の調査・報告作成のための委員会も設置された。委員会報
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告は多数派意見と少数派意見とに分かれた。少数意見が公正貿易の考えを体現していたが，二派に分
かれた委員会報告を考量して，チャーチルは公正貿易運動から手を引き，運動はこの時には終息した。
J. チェンバレン（自由党）はこの運動に反対し，その消滅に力を貸していた。後にチェンバレンは公
正貿易運動の精神を取り入れることになるのだが，それというのも公正貿易運動の強みは，経済学的
考慮ではなく世界的状況変化を把握する感覚と自国主義に立脚しているからである。
